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 2013年度決算 
 

  ・6期ぶりの連結増収 
  ・3期連続の連結最高益 
 

 2014年度業績予想 
 

  ・さらなる連結増収 
  ・連結利益の維持 
   を目指す 
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NTT Comグループおよび単体の決算概況 
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区 分 
2012年度 2013年度 2014年度 

対前年増減 増減率 対前年増減 増減率 

通期実績(A) 通期実績(B) (B)-(A)  ％(A)→(B) 通期業績予想(C) (C)-(B)  ％(B)→(C) 

営 業 収 益 
11,947  12,304  +357  +3.0%  12,650  +346  +2.8％ 

(9,448) (9,440) (△7) (△0.1％) (9,100) (△340) (△3.6％) 

営 業 費 用 
10,784  11,025  +241  +2.2％ 11,370  +345  +3.1％ 

(8,266) (8,305) (+38) (+0.5％) (8,070) (△235) (△2.8％) 

営 業 利 益 
1,163  1,279  +116  +9.9％ 1,280  +1  +0.1％ 

(1,181) (1,134) (△46) (△4.0％) (1,030) (△104) (△9.2％) 

経 常 利 益 
- - - - - - - 

(1,297) (1,325) (+28) (+2.2％) (1,130) (△195) (△14.8％) 

当 期 純 利 益 
- - - - - - - 

(653) (889) (+236) (+36.2％) (720) (△169) (△19.1％) 

            

設 備 投 資 
1,364  1,477  +112  +8.2％ 1,600  +123  +8.3％ 

(1,082) (1,418) (+335) (+31.0％)  (1,200) (△218) (△15.4％) 

（単位:億円） 

(注1)上段は、NTTコミュニケーションズグループ（単体＋子会社）の内部取引相殺消去等実施後の数値 
    下段（ ）は、NTTコミュニケーションズ単体のみの数値 
(注2)海外子会社の円換算レート（米ドル／円）は、2012年度：79.81円、2013年度：97.73円、2014年度：102円 
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NTT Comグループの事業分野別収益 

（単位:億円） 

(注1)上段は、NTTコミュニケーションズグループ（単体＋子会社）の内部取引相殺消去等実施後の社内管理数値であり内訳は再掲 
    下段（ ）は、NTTコミュニケーションズ単体のみの数値であり内訳は再掲 
(注2) 2013年度に事業分野の一部見直しを行っており、2012年度通期実績の内訳数値について修正している 

対前年増減 増減率 対前年増減 増減率

通期実績(A) 通期実績(B) (B)-(A) ％(A)→(B) 通期業績予想(C) (C)-(B) %(B)→(C)

11,947 12,304 +357 +3.0% 12,650 +346 +2.8%

(9,448) (9,440) (△7) (△0.1%) (9,100) (△340) (△3.6%)

958 1,131 +172 +18.0% 1,400 +269 +23.8%

(419) (529) (+109) (+26.2%) (660) (+130) (+24.7%)

4,501 4,570 +70 +1.5% 4,690 +120 +2.6%

(4,036) (3,915) (△121) (△3.0%) (3,830) (△85) (△2.2%)

3,200 2,982 △218 △6.8% 3,040 +58 +2.0%

(3,180) (2,964) (△216) (△6.8%) (2,760) (△204) (△6.9%)

1,118 1,133 +15 +1.4% 1,200 +67 +5.9%

(368) (369) (+0) (+0.2%) (400) (+30) (+8.4%)

2,003 2,319 +316 +15.8% 2,170 △149 △6.4%

(1,275) (1,506) (+231) (+18.1%) (1,300) (△206) (△13.7%)

(再)NTT Com グループ グローバル事業 1,637 2,024 +387 +23.7% 2,820 +796 +39.3%

2013年度 2014年度

データネットワーク

ボイスコミュニケーション

NTT Com グループ営業収益

ソリューション

クラウド基盤

アプリケーション&コンテンツ

2012年度
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2014年度の主な取組み 

ファクトリーモデルの導入によりグローバル体制を強化 

Global Cloud Vision 2014（2014年4月公表）を推進し 
低コスト/迅速/オンデマンドなICT環境を実現 

・通信事業者ならではのネットワークとクラウドの連携強化/ 
 仮想化の加速（SDN･NFVなど）/自動化の推進（API機能の拡充など） 
・グローバルサービス基盤の拡充（Bizホスティング Enterprise Cloud･ 
 データセンター･Arcstar UCaaSなど） 

・グローバル共通スペックのサービス開発・提供を加速 
・M&A会社とのオペレーション統合などによる効率化推進 
・グローバル人材の育成・強化 
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その他の取組み 

・ひかりＴＶの機能拡充（4K配信･スマートTV･クラウドゲームなど） 
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（参考） NTT Comグループの主要サービスデータ 

(注1) データセンター拠点数およびサーバールーム面積の（ ）内の数値には、2015年4月以降に完成が予定されているデータセンターが含まれます。 
(注2) クラウドサービスには、Biz ホスティング Enterprise Cloud、Bizホスティング Cloudnなどが含まれます。 
(注3) VPNにはArcstar Universal One、ArcstarグローバルIP-VPN、グローバルe-VLAN、ギガストリームの一部などが含まれます。 
(注4) ISP契約数には、OCN、ぷらら、InfoSphereが含まれます。 
(注5) 050 plusには050 plus、050 plus for Bizが含まれます。 
(注6) SaaSアプリケーションにはBiz デスクトップ Pro、 Biz デスクトップ Pro Enterprise、Biz安否確認/一斉通報、マイポケットが含まれます。 

2013年 
3月末(A) 

2014年 
3月末(B) 

2015年 
3月末(C) 

予想 
対前年増減 

(B)-(A) 
対前年増減 

(C)-(B) 

クラウド基盤 

クラウドサービス お客さま数 2,400 4,700 +2,300 7,500 +2,800 

データセンター拠点数 ＜単位：拠点＞ 
138 146 +8 149 

(153) 

+3 
(+7) 

サーバールーム面積 ＜単位：千㎡＞ 
158 198 +40 213 

(246) 

+15 
(+48) 

データネットワーク 

VPN ＜単位：千回線＞ 260 293 +33 334 +41 

ISP契約数 ＜単位：千契約＞ 11,376 11,229 △147 11,644 +415 

ボイスコミュニケー
ション 

050 plus ＜単位：千ID＞ 278 448 +169 506 +58 

アプリケーション＆
コンテンツ 

Bizメール ＜単位：千ID＞ 172 202 +30 315 +113 

SaaSアプリケーション ＜単位：千ID＞ 2,130 2,449 +319 2,773 +324 

ひかりＴＶ ＜単位：千契約＞ 2,453 2,823 +370 3,200 +377 

ソリューション 
マネージドセキュリティサービス 
「WideAngle」契約機器台数 

7,300 8,500 +1,200 11,100 +2,600 
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本資料及び本説明会におけるご説明に含まれる予想数値及び将来の見通しに
関する記述・言明は、現在当社の経営陣が入手している情報に基づいて行った
判断・評価・事実認識・方針の策定等に基づいてなされもしくは算定されてい
ます。 

また、過去に確定し正確に認識された事実以外に、将来の予想及びその記述
を行うために不可欠となる一定の前提（仮定）を用いてなされもしくは算定し
たものです。 

将来の予測及び将来の見通しに関する記述・言明に本質的に内在する不確定
性・不確実性及び今後の事業運営や内外の経済、証券市場その他の状況変化等
による変動可能性に照らし、現実の業績の数値、結果、パフォーマンス及び成
果は、本資料及び本説明会におけるご説明に含まれる予想数値及び将来の見通
しに関する記述・言明と異なる可能性があります。 
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